








































要約

各市町村は、母子保健法に基づいて、母子を対象にして、健康教育や健康診査や家庭訪問

を実施している。

ここでは、今後の望ましい母子保健活動を推進するためのマンパワー体制を考察する基礎

資料を得ることを目的として、市町村が実施している 3歳児健康診査のマンパワー体制を

明確にするアンケート調査を 1990 年に実施した。全国の区市町村に調査アンケートを配

布し、回答のあった 3,198 市町村のアンケートを調査分析対象とした。回収率は、97.9%

であった。

1989 年の時点で、市町村が実施主体となって 3 歳児健康診査を実施しているのは、3,198

市町村の約 7%であり、人口 50万人以上の市では、約 83%である。

3 歳児健康診査を実施する各職種のマンパワー体制は、指定都市と保健所設置市が最も充

実している。人口規模が小さい町村で3歳児健康診査が実施されるときのマンパワー体制

をみると、保健婦以外の他職種の役割が相対的に大きく、同時に保健所保健婦が市町村保

健婦を支援している。例えば、人口規模が、3 千人以下の町村で実施される 3 歳児健康診

査での保健婦稼働業務量のうち、約 43%は保健所の保健婦がカバーしている。


